
健康診査等の情報提供、保健指導、受診勧奨に関する制度の比較

医療保険による特定健康診査

歯周病検診 骨粗鬆症検診 肝炎ウイルス検診 健康診査 がん検診 (特定健康診査）
組合管掌健康保険

（一般健康診査、人間ドック等）
全国健康保険協会管掌健康保険

（一般健康診査、付加健診等）
国民健康保険
(健康診査）

後期高齢者医療制度
(健康診査)

高齢者の医療の確保に関する法律（第２０条） 健康保険法（第１５０条） 健康保険法（第１５０条） 国民健康保険法（第８２条） 高齢者の医療の確保に
関する法律（第１２５条）

保険者（全国健康保険協会、健康保険組合、市町村、国民健康保険
組合、共済組合、日本私立学校振興・共済事業団）
（義務）

健康保険組合
（努力義務）

全国健康保険協会
（努力義務）

市町村、国保組合
（努力義務）

後期高齢者医療広域連合
(努力義務)

糖尿病等の生活習慣病の発症や重症化を予防する 被保険者及びその被扶養者の健康の保
持増進

被保険者及びその被扶養者の健康の保
持増進

被保険者の健康の保持増進 被保険者の健康の保持増進

○特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準（厚生労働
省令）　等

健康保険組合事業運営指針（厚生労働
省保険局長通知）

全国健康保険協会管掌健康保険生活習
慣病予防健診実施要綱

国民健康保険法に基づく保健事業の実
施等に関する指針（厚生労働省告示）

○高齢者の医療の確保に関する法律に
基づく保健事業の実施等に関する指針
(厚生労働省告示)

○歯周疾患検診：当該市町
村の区域内に居住地を有す
る40歳 、50歳、60歳及び70
歳の者

○骨粗鬆症検診：当該市町
村の区域内に居住地を有す
る40歳、45歳、50歳、55歳、
60歳、65歳及び70歳の女性

○肝炎ウイルス検診：原則、
以下に該当する者
（１） 当該市町村の区域内に
居住地を有し、当該年度にお
いて満40歳となる者
（２） 当該市町村の区域内に
居住地を有し、当該年度にお
いて満41歳以上となる者で
あって、過去に当該肝炎ウイ
ルス検診に相当する検診を
受けたことがなく、かつ本検
診の受診を希望する者

○健康増進法施行規則第4
条の2号に定める診査
・市町村の区域内に居住地を
有する健康増進法施行規則
第4条の2第4号に規定する者
（※）
・在宅の寝たきり者及びこれ
に準ずる者（訪問健康診査）
・家族等の介護を担う者のう
ち、訪問による健康診査の実
施が必要なもの（介護家族訪
問健康診査）
※特定健康診査非対象者及
び75歳以上の者であって同
法第51条第1号又は第2号に
規定する者

○がん検診：
（胃がん検診）当該市町村の
区域内に居住地を有する４０
歳以上の者。ただし、胃部
エックス線検査については、
当分の間、４０歳以上の者を
対象としても差し支えない
（子宮頸がん検診）当該市町
村の区域内に居住地を有す
る20歳以上の女性
（肺がん検診、大腸がん検
診）当該市町村の区域内に
居住地を有する４０歳以上の
者
（乳がん検診）当該市町村の
区域内に居住地を有する40
歳以上の女性
（総合がん検診）当該市町村
の区域内に居住地を有する
40歳及び50歳の者

当該年度の４月１日における加入者であって、当該年度において４０
歳以上７５歳以下の年齢に達するもの。
※妊産婦、特別養護老人ホーム入所者等は除く。

（高齢者の医療の確保に関する法律第２０条、特定健康診査及び特
定保健指導の実施に関する基準第１条）

各健康保険組合の内部規定によるが、
上記の指針において、以下の実施を努
めることとしている。

●生活習慣病にかかる健康診査につい
ては、発症が多い３０歳から少なくとも５
年に１回以上、４０歳以降は毎年
●人間ドックについては、４０歳以降少な
くとも５年に１回以上

次に掲げる年齢を要件を満たす者であっ
て、受診を希望する被保険者
（実施要綱）
●一般健診
健診を受診する年度において、３５歳以
上７５歳未満の者
●付加健診
一般健診を受診する者のうち、当該年度
において、４０歳又は５０歳の者
●乳がん・子宮頸がん検診
一般健診を受診する者のうち、当該年度
において、４０歳以上の偶数の年齢に達
する女子。子宮頸がん検診を単独受診
する者については、当該年度において、
２０歳以上４０歳未満の偶数の年齢に達
する女子

○市町村又は特別区の区域内に住所を
有する者（国民健康保険法第５条）
※ただし、国民健康保険の被保険者の
適用除外となる者は対象外（国民健康保
険法第６条）
○組合員及び組合員の世帯に属する者
（国民健康保険法第19条）
※ただし、国民健康保険の被保険者の
適用除外となる者は対象外（国民健康保
険法第６条（第10号を除く。）

○後期高齢者医療広域連合の区域内に
住所を有する75歳以上の者
○後期高齢者医療広域連合の区域内に
住所を有する65歳以上75歳未満の者で
あって、厚生労働省令で定めるところに
より、政令で定める程度の障害の状態に
ある旨の当該後期高齢者医療広域連合
の認定を受けたもの

(高齢者の医療の確保に関する法律第50
条)

※ただし、後期高齢者医療の被保険者
の適用除外となる者は対象外。(高齢者
の医療の確保に関する法律第51条)

あり あり あり あり あり あり あり あり あり あり

（「健康増進法第17条第1項
及び第19条の2に基づく健康
増進事業について」の別紙
「健康増進事業実施要領」）

（「健康増進法第17条第1項
及び第19条の2に基づく健康
増進事業について」の別紙
「健康増進事業実施要領」）

（「健康増進事業に基づく肝
炎ウイルス検診等の実施に
ついて」の別紙「肝炎ウイル
ス検診等実施要領」）

（特定健康診査及び特定保
健指導の実施に関する基準
及び高齢者の医療の確保に
関する法律第１２５条に基づ
き各後期高齢者医療広域連
合が保健事業として行う健康
診査に準ずる）

（「がん予防重点健康教育及
びがん検診実施のための指
針について」別添「がん予防
重点健康教育及びがん検診
実施のための指針」）

（○高齢者の医療の確保に関する法律（第２３条、第２４条）
○特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準（第３条、第
４条、第９条）　等）

（○健康保険法第150条）
（○健康保険法に基づく保健事業の実施
等に関する指針（厚生労働省告示））

（○健康保険方第150条）
（○健康保険法に基づく保健事業の実施
等に関する指針（厚生労働省告示））

（○国民健康保険法第82条）
（○国民健康保険法に基づく保健事業の
実施等に関する指針（厚生労働省告示）

（○高齢者の医療の確保に関する法律
（第125条）
（○高齢者の医療の確保に関する法律
に基づく保健事業の実施等に関する指
針　等）

[歯周疾患検診マニュアル」
（厚生省）に基づき、「異常な
し」、「要指導」及び「要精検」
に区分する。

[骨粗鬆症予防マニュアル」
（厚生省）に基づき、「異常な
し」、「要指導」及び「要精検」
に区分する

「健康増進事業に基づく肝炎
ウイルス検診等の実施につ
いて」の別紙「肝炎ウイルス
検診等実施要領」

特定健康診査及び特定保健
指導の実施に関する基準及
び高齢者の医療の確保に関
する法律第１２５条に基づき
各後期高齢者医療広域連合
が保健事業として行う健康診
査に準ずる

「がん予防重点健康教育及
びがん検診実施のための指
針について」別添「がん予防
重点健康教育及びがん検診
実施のための指針」

特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準（厚生労働省
令）　等による

（健康保険法に基づく保健事業の実施等
に関する指針（厚生労働省告示））

（健康保険法に基づく保健事業の実施等
に関する指針（厚生労働省告示））

国民健康保険法に基づく保健事業の実
施等に関する指針（厚生労働省告示）

○高齢者の医療の確保に関する法律に
基づく保健事業の実施等に関する指針
（厚生労働省告示）

情報提供

結果の通知：検診の結果に
ついては、指導区分を付し、
受診者に速やかに通知する

結果の通知：検診の結果に
ついては、指導区分を付し、
受診者に速やかに通知する。

検診の結果については、（中
略）指導区分を付し、受診者
に速やかに通知する。

規定なし 検診の結果については、（中
略）受診者に速やかに通知す
る

・特定健康診査を受けた加入者に対し、当該特定健康診査の結果を
通知しなければならない
・特定健康診査に関する結果を通知するに当たっては、当該結果に
加えて、当該加入者が自らの健康状態を自覚し、健康な生活習慣の
重要性に対する関心と理解を深めるために必要な情報を提供しなけ
ればならない。

保健指導

①「要指導」と区分された者：
問診の結果から、歯みがきの
方法等特に改善を必要とする
日常生活について指導する

①「要指導」と区分された者：
食生活指導や運動指導等日
常生活上の注意を促すととも
に、生活習慣行動の改善指
導等の保健事業への参加を
指導する

医師が必要と判断した者につ
いては、必要な指導あるいは
医療機関への受診勧奨の
他、必要により本人の同意を
得た上で下記９に示すフォ
ローアップ（要請者のフォロー
アップ）を行う。

規定なし 規定なし ・特定保健指導（動機付け支援、積極的支援）
・その他の保健指導：特定健康診査の結果その他の事情により、加
入者の健康の保持増進のために必要があると認めるときは（中略）、
加入者に対し、適切な保健指導を行うよう努める

受診勧奨

②「要精検」と区分された者：
医療機関において精密検査
を受診するよう指導する

②「要精検」と区分された者：
医療機関において精密検査
を受診するよう指導する

ＨＢｓ抗原検査において「陽
性」と判定された者及びＣ型
肝炎ウイルス検査において
「現在、Ｃ型肝炎ウイルスに
感染している可能性が高い」
と判定された者については、
医療機関への受診を勧奨

規定なし （受診指導）
がん検診の結果「要精検」と
判定された者に対し、医療機
関への受診を指導する

・規定なし
※健康診査等指針と調和を図ることとされている

その他

健康教育、健康相談及び訪
問指導等他の保健事業や介
護予防事業等と有機的な連
携を図ることにより、適切な
指導等が継続して行われるよ
う配慮する

健康教育、健康相談及び訪
問指導等他の保健事業や介
護予防事業等と有機的な連
携を図ることにより、適切な
指導等が継続して行われるよ
う配慮する

医師が必要と判断した者につ
いては、必要な指導あるいは
医療機関への受診勧奨の
他、必要により本人の同意を
得た上で下記９に示すフォ
ローアップ（陽性者のフォロー
アップ）を行う。

規定なし 規定なし 規定なし 規定なし 規定なし 保健指導に関する専門的知識及び技術を有する者

規定あり
（[歯周疾患検診マニュアル」
による）

規定あり
（[骨粗鬆症予防マニュアル」
による）

規定あり（「健康増進事業に
基づく肝炎ウイルス検診等の
実施について」の別紙「肝炎
ウイルス検診等実施要領」に
よる）

規定なし 規定あり（「がん予防重点健
康教育及びがん検診実施の
ための指針について」別添
「がん予防重点健康教育及
びがん検診実施のための指
針」）

一部、規定あり
（特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準等による）

規定なし 規定なし 規定なし 規定なし 規定なし 一部、規定あり
・動機付け支援については、原則１回以上の支援を行い、行動計画
の策定後の半年以上後に実績の評価を行う。
・積極的支援については、初回による面接による支援を行うととも
に、以後、３月以上継続的な支援を行う。その上で、行動計画の策定
後の半年以上後に実績の評価を行う。

各保険者により異なる

※市町村国保は助成あり（国１／３、都道府県１／３、保険者１／
３）。その他の保険者は予算の範囲内で国庫補助

健康保険法第154条の２に基づき、予算
の範囲内で国庫補助をおこなう。

健康保険法第154条の２に基づき、予算
の範囲内で国庫補助をおこなう。

特別調整交付金交付基準に基づいて国
庫補助（保険局国民健康保険課長通知）

特別調整交付金交付基準に基づいて国
庫補助（保険局高齢者医療課長通知）

特定保健指導について報告あり
（実施年度の翌年度の１１月１日までに、前年度の実施結果データ
を、社会保険診療報酬支払基金（を通じて国）に提出）

地域保健・健康増進事業報告

事後措置の項目の規定
（根拠規定）

事後措置の実施者

事後措置に関する法定報告
等の義務

国庫負担(補助)金交付要綱に基づいて予算の範囲内での国庫補助（健康局長通知）事後措置の費用負担

事後措置の回数・期間

制度

事後措置の対象者

健診の対象者
（根拠規定）

事業の実施規則等の有無

目的

実施主体
及び

その責務

健診の根拠法令

(健診の名称）

項
目

事後措置の基準の設定
方法（基準数値の有

無、指導区分の分類方
法等）

健康増進法（第１９条の２）

市町村
（努力義務）

○健康増進法施行規則（厚生労働省令）
○健康増進事業実施者に対する健康診査の実施等に関する指針（厚生労働省告示）
○健康増進法第17条第1項及び第19条の2に基づく健康増進事業について(厚生労働省健康局長通知）
○がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針について（厚生労働省健康局長通知）
○健康診査管理指導等事業実施のための指針について（健康局総務課長通知)　等

生涯にわたる国民の健康の増進に向けた自主的な努力を促進

健康増進事業 医療保険による保健事業

規定なし

保健指導は、健康診査の結果、生活状況等を十分に把握し、生活習慣の改善に向けての行動変容の方法を本人が選択できるよう配慮するとともに、
対象者の状況に応じて、効果的かつ効率的な方策をとる。

医師、歯科医師等、生活習慣病の予防等に関し知識及び経験を有する者

健康診査の結果の通知については、経年的な変化を分かりやすく表示したり、生活習慣に関して留意すべき事項を添付する等により、
対象者に自らの生活習慣等の課題を意識させ、療養及び健康の保持増進に効果的につながるよう工夫して行う。

受診勧奨は、健康診査の結果について、医師、保健師等の助言及び指導を得て、治療を要する者に対して必要に応じ医療機関での受診を勧める。

健康教育、健康相談及び訪問指導等、被保険者の特性に応じたきめ細かい保健事業を実施し、その際には地域の特性にも配慮する。

規定なし

規定なし
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健康診査等の情報提供、保健指導、受診勧奨に関する制度の比較

情報提供

保健指導

受診勧奨

その他

事後措置の項目の規定
（根拠規定）

事後措置の実施者

事後措置に関する法定報告
等の義務

事後措置の費用負担

事後措置の回数・期間

制度

事後措置の対象者

健診の対象者
（根拠規定）

事業の実施規則等の有無

目的

実施主体
及び

その責務

健診の根拠法令

(健診の名称）

項
目

事後措置の基準の設定
方法（基準数値の有

無、指導区分の分類方
法等）

（乳幼児健康診査） （妊産婦健康診査） （就学時の健康診断） （幼児、児童、生徒又は学生の健康診断） （職員の健康診断）

母子保健法第１２条・１３条 母子保健法第１３条 学校保健安全法第１１条 学校保健安全法第１３条 学校保健安全法第１５条 私立学校教職員共済法第２６条 国家公務員共済組合法第９８条 地方公務員等共済組合法第１１２条

市町村
（義務：母子保健法第１２条における健診）
（必要に応じた実施・勧奨義務：母子保健法
第１３条における健診）

市町村
（必要に応じた実施・勧奨義務）

市（特別区含む）町村の教育委員会
（義務）

学校
（義務）

学校の設置者
（義務）

日本私立学校振興・共済事業団 国家公務員共済組合
（実施可能規定）

地方公務員共済組合
（実施可能規定）

私立学校教職員共済法第１４条に定める加
入者及びその被扶養者の健康の保持増進

組合員及び被扶養者の健康の保持増進 組合員及び被扶養者の健康の保持増進

○母子保健法施行規則（厚生労働省令）
○乳幼児に対する健康診査の実施について
（厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）
○乳幼児に対する健康診査について（厚生
労働省雇用均等・児童家庭局母子保健課長
通知）

○母子保健法施行規則（厚生労働省令）
○妊婦に対する健康診査についての望まし
い基準（厚生労働省告示）

規定なし 各共済組合の内部規定による 各共済組合の内部規定

●満１歳６ヶ月を超え満２歳に達しない幼児、
満３歳を超え満４歳に達しない幼児（母子保
健法第１２条）

●上記以外の乳幼児に対して、市町村は、
必要に応じ、健康診査を行い、又は健康診査
を受けることを勧奨しなければならない（母子
保健法第１３条）

妊産婦に対して、市町村は、必要に応じ、健
康診査を行い、又は健康診査を受けることを
勧奨しなければならない。（母子保健法第１３
条）

学校教育法第１７条第１項の規定によ
り翌学年の初めから同項に規定する学
校に就学させるべき者で当該市町村の
区域内に住所を有する者。（学校保健
安全法第１１条）

幼児、児童、生徒又は学生。（通信によ
る教育を受ける学生を除く）（学校保健
安全法第１３条）

学校の職員。（学校保健安全法第１５
条）

私立学校教職員共済法第１４条に定める加
入者及びその被扶養者。

規定なし（各共済組合の内部規定による） 規定なし（各共済組合の内部規定による）
〈地方公共団体が行う検診、健康診断等が
優先〉
（１）国（警察庁所属職員）については、①人
事院規則適用により、国家公務員に対して
国が義務として行う検診が存在し、②国家
公務員法により国が国家公務員に対して健
康診断等の厚生事業を実施する義務があ
る。
（２）地方公務員については、①労働安全衛
生法が適用されることに伴い、同法に基づ
き地方公務員が事業主の義務として行う検
診が存在し、②地方公務員法に基づき地方
公共団体は健康診断等の厚生事業を実施
することが義務付けられている。
まず、これらの事業が優先されることとなり、
地方公務員共済組合の行う健診事業は、こ
れらの事業を補完する性格を有している。
（人事院規則１０－４第２０条、国家公務員
法第７３条及び労働安全衛生法第６６条、地
方公務員法第４２条）

あり あり あり あり あり あり あり あり

○母子保健法（第16条第２項）
○乳幼児に対する健康診査の実施について
（厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）

○母子保健法（第16条第２項、第17条第１
項）
○妊婦に対する健康診査についての望まし
い基準（厚生労働省告示）

学校保健安全法第１２条 学校保健安全法第１４条
学校保健安全法施行規則第９条

学校保健安全法第１６条
学校保健安全法施行規則第１６条

（○高齢者の医療の確保に関する法律（第
２３条、第２４条）
○特定健康診査及び特定保健指導の実施
に関する基準（第３条、第４条、第９条）　等）

（○高齢者の医療の確保に関する法律（第
２３条、第２４条）
○特定健康診査及び特定保健指導の実施
に関する基準（第３条、第４条、第９条）　等）

（○高齢者の医療の確保に関する法律（第
２３条、第２４条）
○特定健康診査及び特定保健指導の実施
に関する基準（第３条、第４条、第９条）　等）

「乳幼児に対する健康診査の実施について」
（厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）
に基づき「異常なし」「要精密検査」「要治療」
に区分する。

規定なし 文部科学省スポーツ・青少年局長通知
「学校保健法施行規則の一部改正等
について」

学校保健安全法施行規則第９条 学校保健安全法施行規則第１６条 特定健康診査及び特定保健指導の実施に
関する基準（厚生労働省令）　等による

特定健康診査及び特定保健指導の実施に
関する基準（厚生労働省令）　等による

特定健康診査及び特定保健指導の実施に
関する基準（厚生労働省令）　等による

・市町村は、必要に応じ、健康診査を受ける
ことを勧奨しなければならない。
・乳児又は幼児の保護者は、医師、歯科医
師、助産師又は保健師について、当該乳児
又は幼児の健康診査又は保健指導を受けた
ときは、その都度、母子健康手帳に必要な事
項の記載を受けなければならない。
・受診者等に対し、健康診査の結果を口頭で
伝え、または通知するとともに、必要に応じ適
切な指導を行う。

妊産婦は、医師、歯科医師、助産師又は保
健師について、健康診査又は保健指導を受
けたときは、その都度、母子健康手帳に必要
な事項の記載を受けなければならない。

学校保健安全法第１２条及び通知に基
づき通知する。

・学校保健安全法施行規則第十一条
により、健康診断を行うに当たって、あ
らかじめ児童生徒等の発育、健康状態
等に関する調査を行う。
・学校保健安全法第１４条及び学校保
健安全法施行規則第９条に基づき通
知する。

学校保健安全法第１６条及び学校保健
安全法施行規則第１６条に基づき通知
する。

・特定健康診査を受けた加入者に対し、当
該特定健康診査の結果を通知しなければな
らない
・特定健康診査に関する結果を通知するに
当たっては、当該特定健康診査に関する結
果に加えて、当該加入者が自らの健康状態
を自覚し、健康な生活習慣の重要性に対す
る関心と理解を深めるために必要な情報を
提供しなければならない。

・特定健康診査を受けた加入者に対し、当
該特定健康診査の結果を通知しなければな
らない
・特定健康診査に関する結果を通知するに
当たっては、当該特定健康診査に関する結
果に加えて、当該加入者が自らの健康状態
を自覚し、健康な生活習慣の重要性に対す
る関心と理解を深めるために必要な情報を
提供しなければならない。

・特定健康診査を受けた加入者に対し、当
該特定健康診査の結果を通知しなければな
らない
・特定健康診査に関する結果を通知するに
当たっては、当該特定健康診査に関する結
果に加えて、当該加入者が自らの健康状態
を自覚し、健康な生活習慣の重要性に対す
る関心と理解を深めるために必要な情報を
提供しなければならない。

・受診者等に対し、健康診査の結果を口頭で
伝え、または通知するとともに、必要に応じ適
切な指導を行う。
・引き続き指導の必要がある場合は、市町村
保健センター、母子健康センター及び保健所
等において事後指導を受けるよう勧奨すると
ともに、必要に応じ訪問指導等を行う。
・事後指導に当たっては、受診者等に対する
指導に遺漏なきよう関係機関相互の密接な
連携を図る。

・健康診査を行った市町村の長は、その結果
に基づき、当該妊産婦の健康状態に応じ、保
健指導を要する者については、医師、助産
師、保健師又はその他の職員をして、その妊
産婦を訪問させて必要な指導を行わせ、妊
娠又は出産に支障を及ぼすおそれがある疾
病にかかっている疑いのある者については、
医師又は歯科医師の診療を受けることを勧
奨するものとする。
・妊娠中の食事や生活上の注意事項等につ
いて具体的な指導を行うとともに、妊婦の精
神的な健康の保持に留意し、妊娠、出産及
び育児に対する不安や悩みの解消が図られ
るようにするものとすること。

学校保健安全法第１２条及び通知に基
づき指導する。

学校保健安全法第１４条及び学校保健
安全法施行規則第９条に基づき指導す
る。

学校保健安全法第１６条及び学校保健
安全法施行規則第１６条に基づき指導
する。

・特定保健指導（動機付け支援、積極的支
援）
・その他の保健指導：特定健康診査の結果
その他の事情により、加入者の健康の保持
増進のために必要があると認めるときは（中
略）、加入者に対し、適切な保健指導を行う
よう努める

・特定保健指導（動機付け支援、積極的支
援）
・その他の保健指導：特定健康診査の結果
その他の事情により、加入者の健康の保持
増進のために必要があると認めるときは（中
略）、加入者に対し、適切な保健指導を行う
よう努める

・特定保健指導（動機付け支援、積極的支
援）
・その他の保健指導：特定健康診査の結果
その他の事情により、加入者の健康の保持
増進のために必要があると認めるときは（中
略）、加入者に対し、適切な保健指導を行う
よう努める

健康診査の結果、経過観察、精密健康診
査、処置又は医療等が必要とされた者に対し
ては、適切な事後指導を行う。医療機関にお
いて医療を行うことが必要な場合には、対象
者のかかりつけ医と緊密な連携のもとに、本
人の健康状況に応じた的確な対応が図られ
るよう留意する。

健康診査を行った市町村の長は、その結果
に基づき、当該妊産婦の健康状態に応じ、保
健指導を要する者については、医師、助産
師、保健師又はその他の職員をして、その妊
産婦を訪問させて必要な指導を行わせ、妊
娠又出産に支障を及ぼすおそれがある疾病
にかかっている疑いのある者については、医
師又は歯科医師の診療を受けることを勧奨
するものとする。

学校保健安全法第１２条及び通知に基
づき指示する。

学校保健安全法第１４条及び学校保健
安全法施行規則第９条に基づき指示す
る。

学校保健安全法第１６条及び学校保健
安全法施行規則第１６条に基づき指示
する。

・規定なし
※健康診査等指針と調和を図ることとされ
ている

各共済組合の内部規定による。 ・規定なし
※健康診査等指針と調和を図ることとされ
ている

・必要な期間学校において学習しない
よう指導を行う。
・学習又は運動・作業の軽減、停止、変
更を行う。

規定なし 規定なし 市町村の教育委員会 学校 学校の設置者 保健指導に関する専門的知識及び技術を
有する者

保健指導に関する専門的知識及び技術を
有する者

保健指導に関する専門的知識及び技術を
有する者

規定あり
（「乳幼児に対する健康診査の実施につい
て」（厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通
知）により、必要に応じ適切な指導を行うこと
としている。）

規定あり
（母子保健法第17条第１項により、妊産婦の
健康状態に応じて実施することとしている。）

健康診断の対象者 健康診断の対象者 健康診断の対象者 一部、規定あり
（特定健康診査及び特定保健指導の実施
に関する基準等による）

一部、規定あり
（特定健康診査及び特定保健指導の実施
に関する基準等による）

一部、規定あり
（特定健康診査及び特定保健指導の実施
に関する基準等による）

規定なし 規定なし 規定なし 規定なし 規定なし 一部、規定あり
・動機付け支援については、原則１回以上
の支援を行い、行動計画の策定後の半年
以上後に実績の評価を行う。
・積極的支援については、初回による面接
による支援を行うとともに、以後、３月以上
継続的な支援を行う。その上で、行動計画
の策定後の半年以上後に実績の評価を行
う。

一部、規定あり
・動機付け支援については、原則１回以上
の支援を行い、行動計画の策定後の半年
以上後に実績の評価を行う。
・積極的支援については、初回による面接
による支援を行うとともに、以後、３月以上
継続的な支援を行う。その上で、行動計画
の策定後の半年以上後に実績の評価を行
う。

一部、規定あり
・動機付け支援については、原則１回以上
の支援を行い、行動計画の策定後の半年
以上後に実績の評価を行う。
・積極的支援については、初回による面接
による支援を行うとともに、以後、３月以上
継続的な支援を行う。その上で、行動計画
の策定後の半年以上後に実績の評価を行
う。

（母子保健法第１２条における健診）
公費（母子保健法第２１条）：市町村（一般財
源（地方交付税措置）により措置）

（母子保健法第１３条における健診）一般財
源（地方交付税措置）

一般財源（地方交付税措置） 規定なし 規定なし 規定なし 全額保険者負担（国庫補助あり） 全額保険者負担（国庫補助あり） 全額保険者負担（国庫補助あり※）
※実際には、国庫補助ではなく、地方財政
措置を行っている。

規定なし 規定なし 規定なし 規定なし 規定なし 特定保健指導について報告あり
（実施年度の翌年度の１１月１日までに、前
年度の実施結果データを、社会保険診療報
酬支払基金（を通じて国）に提出）

特定保健指導について報告あり
（実施年度の翌年度の１１月１日までに、前
年度の実施結果データを、社会保険診療報
酬支払基金（を通じて国）に提出）

特定保健指導について報告あり
（実施年度の翌年度の１１月１日までに、前
年度の実施結果データを、社会保険診療報
酬支払基金（を通じて国）に提出）

母性並びに乳児及び幼児の健康の保持及び増進 幼児、児童、生徒又は学生及び職員の健康の保持増進、学校教育の円滑な実施

労働安全衛生規則（厚生労働省令） 学校保健安全法施行令、及び施行規則（省令）

地方公務員等共済組合法
（一般健康診断）

労働衛生対策 母子保健 学校保健

私立学校教職員共済法 国家公務員共済組合法

供、保健指導、受診勧奨に関する制度の比較

労働安全衛生法第６６条第１項

事業者
（義務）
※事業者の実施義務については、罰則（罰金）あり

労働者
（労働安全衛生法第２条）

労働安全衛生法第６６条第１項で事業者に健康診断の実施義務が課され、同条
５項で労働者に健康診断の受診義務が課されている。

同条第５項ただし書きで、労働者が事業者の指定した医師又は歯科医師以外の
医師又は歯科医師が行う厚生労働省令の規定による健康診断を受け、その結果
を証明する書面を事業者に提出したときは、事業者が行う健康診断は受けなくて
よいとされている。

事業者は、常時使用する労働者について、その健康状況を把握し、医師等の意
見を勘案し、その必要があると認めるときは、当該労働者の実情を考慮して、労
働時間の短縮、作業転換等の事後措置を行う。

あり

事業者

○労働安全衛生法（第66条の４、第66条の５、第66条の６、第66条の７）
○労働安全衛生規則（第51条の２）

当該労働者への保健指導の実施や作業の転換等について、報告等の義務につ
いては規定なし

○事業者は、健康診断の結果に基づき、労働者の健康を保持するために必要な
措置について、医師等の意見を聴かなければならない。
○事業者は、医師等の意見を勘案し、その必要があると認めるときは、就業場所
の変更、作業の転換、労働時間の短縮等の就業上の措置を講じなければならな
い。

全額事業者負担

医師又は歯科医師からの意見聴取は、健康診断が行われた日から三月以内に
行うこと。

労働者

健康診断の結果に基づき行われる医師の意見具申を勘案し、作業の転換、労働
時間の短縮等の適切な措置を行う。

○事業者は、健康診断の結果における医師の診断の結果に基づき、二次健康診
断の対象となる労働者を把握し、当該労働者に対して、二次健康診断の受診を
勧奨するとともに、診断区分に関する医師の判定を受けた当該二次健康診断の
結果を事業者に提出するよう働きかけることが適当。
○事業者は、就業上の措置を決定するに当たっては、できる限り詳しい情報に基
づいて行うことが適当であることから、再検査又は精密検査受診を勧奨するととも
に、意見を聴く医師等に当該検査の結果を提出するよう働きかけることが適当。
○事業場関係者、主治医等が、適切な情報管理体制を整備した元で、必要に応
じて連携することで、より適切な両立支援の実現が可能。

事業者は健康診断の結果、特に健康の保持に努める必要があると認める労働者
に対し、医師又は保健師による保健指導を行うように努めなければならない。

○事業者は、健康診断の実施・受診義務について、労働者に周知しなければな
らない。
○労働者は、事業者が行う健康診断を受けなければならない。
・事業者は健康診断を受けた労働者に対し、厚生労働省令で定めるところによ
り、当該健康診断の結果を通知しなければならない。


